
○三宅町福祉医療費資金貸付要綱

（目的）

第１条 この要綱は、福祉医療費助成条例等の規定に基づき医療費の助成を受けることができる

者（以下「助成対象者」という。）のうち、奈良県内の保険医療機関又は保険薬局（以下「保険機

関等」という。）に対して、医療費の一部負担金等（以下「一部負担金等」という。）の支払いが

困難な者に対して、一部負担金等の支払に充てる資金（以下「資金」という。）を貸し付けること

により、生活の安定と自立を促すことを目的とする。

（定義）

第２条 この要綱において、「福祉医療費助成条例等」とは、次に掲げるものをいう。

(1) 三宅町子ども医療費助成条例（昭和４８年９月三宅町条例第１４号）

(2) 三宅町ひとり親家庭等医療費助成条例（昭和５３年９月三宅町条例第２１号）

(3) 三宅町心身障害者医療費助成条例（昭和４８年９月三宅町条例第１５号）

(4) 三宅町重度心身障害老人等医療費助成要綱（昭和５８年１月三宅町要綱第１号）

（貸付対象者）

第３条 資金の貸付けを受けることができる者は、助成対象者のうち、本人、配偶者及び民法（明

治２９年法律第８９号）第８７７条第１項に規定する扶養義務者で、その生計を一にする者の前

年の所得金額（１月から７月までの診療については、前々年の所得とする。）が、次の表の右欄

に定める額以内のものとする。ただし、特別の事情があると町長が認めたときは、この限りでな

い。

世帯人員数 金額

１人 ２，０８８，０００円

２人 ２，８０８，０００円

３人 ３，５２８，０００円

４人 ４，２４８，０００円

５人 ４，８９６，０００円

６人以上
４，８９６，０００円に世帯人員数が５人を超え１人増えるごとに、

６４８，０００円を加算した額



２ 前項に規定する者が国民健康保険又は後期高齢者医療保険の被保険者である場合は、納期

限の到来している国民健康保険税及び後期高齢者医療保険料を完納していなければならな

い。ただし、国民健康保険税及び後期高齢者医療保険料の滞納について特別の事情があると

町長が認めたときは、この限りでない。

（貸付資格申請）

第４条 資金の貸付けを受けようとする者は、福祉医療費資金貸付資格認定申請書（様式第１

号。以下「認定申請書」という。）に前条に規定する者の所得証明書及び世帯調書（様式第２

号）を添付して、町長に提出しなければならない。

２ 町長は、前項の所得証明書を公簿等によって確認することができるときは、当該書類を省略さ

せることができる。

（貸付資格の決定）

第５条 町長は、認定申請書を受理したときは、内容を審査し、資金の貸付資格を有すると決定し

たときは福祉医療費資金貸付資格認定証（様式第３号）を、資金の貸付資格を有しないと決定

したときは福祉医療費資金貸付資格認定証交付却下通知書（様式第４号）を交付するものとす

る。

（貸付限度額）

第６条 資金の貸付対象となる医療費は、福祉医療費助成条例等に定める助成金に相当する額

及び高額療養費の支給見込み額であって、一部負担金等の額が１万円以上のもので３０万円

を限度とする。ただし、特別の事情があると町長が認めたときは、この限りでない。

（貸付条件）

第７条 資金の貸付条件は、次の各号に掲げる事項の区分に応じ、当該各号に定める条件とす

る。

(1) 償還期限 町長から福祉医療費助成金の給付を受けることとなる日

(2) 償還方法 全額一括償還

(3) 貸付利率 無利息

（貸付けの申請）

第８条 資金の貸付資格を有する者で貸付けを受けようとする者（以下「貸付申請者」という。）



は、福祉医療費資金貸付申請書（様式第５号。以下「貸付申請書」という。）に保険機関等から

発行される請求書を添付し、診療等を受けた月の翌月７日までに町長に提出しなければならな

い。

２ 資金の貸付申請は、診療報酬明細書（訪問看護療養費明細書を含む。）又は医療保険各法に

定める療養費支給申請書ごとに１月単位で行うものとする。

（貸付けの決定）

第９条 町長は、貸付申請書を受理したときは、内容を審査し、資金の貸付けの適否及び金額を

決定し、その旨を福祉医療費資金貸付決定通知書（様式第６号）により貸付申請者に通知する

ものとする。

（貸付けの方法）

第１０条 貸付金は、保険機関等から請求を受けた月の翌月２０日までに、当該保険機関等に直

接支払いをするものとする。

（貸付金への充当）

第１２条 町長は、貸付申請書に記載した受領委任事項に基づき福祉医療費助成金を貸付金に

充当するものとする。

（返還）

第１３条 町長は、借受人が次の各号のいずれかに該当する場合は、資金の貸付けを停止し、資

金の返還を請求することができる。

(1) 三宅町の区域から転出した場合

(2) 偽りその他不正な手段により貸付けを受けた場合

(3) 貸付金を一部負担金等の支払以外の目的で使用した場合

(4) 保険機関等から請求書が発行されているにもかかわらず、貸付申請を行わない場合

２ 借受人は、前項の規定により町長から資金の返還の請求を受けたときは、町長の指定する日

までに資金の全額を返還しなければならない。

（その他）

第１４条 この要綱に定めるもののほか、資金の貸付けに必要な事項は、別に定める。

附 則



この要綱は、令和７年８月１日から施行する。














